
平成３０年６月定例月議会議案一覧 

 

議案番号 件   名 

報告 ６ 
平成２９年度豊明市土地開発公社決算並びに平成３０年度豊明

市土地開発公社事業計画及び予算の報告について 

報告 ７ 
平成２９年度豊明市一般会計予算の継続費に係る繰越報告につ

いて 

報告 ８ 
平成２９年度豊明市一般会計予算の繰越明許費に係る繰越報告

について 

報告 ９ 
平成２９年度豊明市一般会計予算の事故繰越しに係る繰越報告

について 

報告１０ 
平成２９年度豊明市水上太陽光発電事業特別会計予算の繰越明

許費に係る繰越報告について 

議案５１ 人権擁護委員候補者の推薦について 

議案５２ 財産の買入れについて（食器洗浄機） 

議案５３ 市道の路線廃止について 

議案５４ 市道の路線認定について 

議案５５ 
豊明市いじめ等に関する重大事態発生時調査委員会設置条例の
制定について 

議案５６ 
豊明市二村台地区新設校開設準備委員会設置条例の制定につい
て 

議案５７ 
豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関す
る条例の一部改正について 

議案５８ 豊明市税条例等の一部改正について 

議案５９ 豊明市国民健康保険税条例の一部改正について 

議案６０ 豊明市母子・父子家庭医療費支給条例の一部改正について 

議案６１ 
豊明市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す
る基準を定める条例の一部改正について 

議案６２ 
豊明市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を
定める条例の一部改正について 

議案６３ 豊明市介護保険条例の一部改正について 

議案６４ 豊明市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

議案６５ 平成３０年度豊明市一般会計補正予算（第１号）について 
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（単位 : 円）
資金執行計算書

受  入  資  金
1 事業収益
2 事業外収益

15,496,046
0

10,024
66,103

15,419,919
147,103

81,000

3 長期借入金
4 前年度繰越金

支  払  資  金
1 販売費及び一般管理費

66,103
0
0

15,348,943

2 公有地取得事業費
3 償  還  金
4 前年度未払金

差      引
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1 事業収益

 (1) 公有用地売却収益 0
      事業収益合計 0

2 事業原価

 (1) 公有用地売却原価 0
      事業原価合計 0
      事業総利益 0

3 販売費及び一般管理費

 (1) 販売費及び一般管理費 81,000
      販売費及び一般管理費合計 81,000
      事業損失 81,000

4 事業外収益

 (1) 受取利息 10,024
 (2) 雑収益 0
      事業外収益合計 10,024

当年度純損失 70,976

損益計算書

(平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日)

（単位 : 円）
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資産の部

区 分 明 細

預 金 普通預金及び定期預金 15,333,943
基　金 定 期 預 金 10,000,000
土 地 公 有 用 地 19,411,059

44,745,002

負債の部

区 分 借 入 先 等

長期借入金 碧海信用金庫豊明支店 13,582,590
西尾信用金庫豊明支店 5,813,469

19,396,059

合 計

財 産 目 録

平成30年3月31日

金 額

（単位 : 円）

金 額

平成30年3月31日

（単位 : 円）

合 計
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（単位 : 円）
1 公有用地取得事業費

 (1) 用 地 費 0
 (2) 補 償 費 0
 (3) 委 託 料 0
 (4) 工 事 費 0
 (5) 支払利息 66,103
 (6) 需 用 費 0

当年度取得事業原価 66,103
前年度末未処分用地 19,344,956
当年度用地売却原価 0
当年度末未処分用地 19,411,059

事 業 原 価 計 算 書

（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日)
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（単位 : 円）
資  産  の  部

1 流動資産
 (1) 現金及び預金 15,333,943
 (2) 公有用地 19,411,059 （※１）

      流動資産合計 34,745,002
2 固定資産
 (1) 投資その他の資産 10,000,000
      固定資産合計 10,000,000
    資  産  合  計 44,745,002

負  債  の  部
1 固定負債
 (1) 長期借入金 19,396,059
      固定負債合計 19,396,059
    負  債  合  計 19,396,059

資  本  の  部
1 資本金
 (1) 基本財産 10,000,000
      資本金合計 10,000,000
2 準備金
 (1) 前期繰越準備金 15,419,919
 (2) 当期純損失 70,976
      準備金合計 15,348,943
    資  本  合  計 25,348,943

44,745,002

※１　個別法による原価法に依っております。

    負 債・資 本 合 計

貸 借 対 照 表

（平成３０年３月３１日現在）
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Ⅰ事業活動によるキャッシュ・フロー

　公有地取得事業収入 0
　公有地取得事業支出 △ 66,103
　人件費支出 △ 10,000
　その他の業務支出 △ 71,000
　   小計 △ 147,103

　利息の受取額 10,024
　事業活動によるキャッシュ・フロー △ 137,079

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

0
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入れによる収入 66,103
　長期借入金の返済による支出 0

　財務活動によるキャッシュ・フロー 66,103

Ⅳ 現金及び現金同等物減少額 70,976
Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高 5,404,919
Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高 5,333,943

キャッシュ・フロー計算書

(平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日)

（単位 : 円）
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剰 余 金 処 分 計 算 書

（単位 円）

      これを次のとおり処分するものとする。

1 前年度繰越剰余金

2 当 年 度 純 損 失

15,419,919

70,976

15,348,943翌 年 度 繰 越 剰 余 金
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平成２９年度決算付属明細書

豊明市土地開発公社

-
1
2
-



平成２９年度 公有用地明細表
（単位：円、㎡）

事 業 名 費 目 期首残高 当期増加高 当期減少高 期末残高 備 考

買 収 費 14,389,800 0 0 14,389,800
補 償 費 4,733,014 0 0 4,733,014
支 払 利 息 207,142 66,103 0 273,245
事務費・その他 15,000 0 0 15,000

計 19,344,956 66,103 0 19,411,059
面     積 174.00 0.00 0.00 174.00

買 収 費 14,389,800 0 0 14,389,800
補 償 費 4,733,014 0 0 4,733,014
支 払 利 息 207,142 66,103 0 273,245
事務費・その他 15,000 0 0 15,000

計 19,344,956 66,103 0 19,411,059
面     積 174.00 0.00 0.00 174.00

（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）

大根若王子線用地

（間米町鶴根地内）

合 計

-
1
3
-



区 分 借入先 利率 ％ 借入年月日
借 入
方 法

期 首 残 高 当 期 増 加 高 当 期 減少 高 期 末 残 高
(うち１年内返済予定額)

備 考

66,103 0合      計

0 5,813,46918,801

19,396,059

（単位：円）

長 期 借 入 金 明 細 表

大根若王子線用地
（間米町鶴根地内）

西尾信金 0.325 H26.03.20 手形 5,794,668

13,535,288 47,302 0大根若王子線用地
（間米町鶴根地内）

碧海信金 0.350

19,329,956

13,582,590H26.01.22 手形
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（単位 ： 円）

金 額 摘 要

公有地取得事業収益 0

0

（単位 ： 円）

金 額 摘 要

公有地取得事業原価 0

0

（単位 ： 円）

区 分 出 資 金 摘 要

基 本 財 産 10,000,000

合 計 10,000,000

科 目

公有用地売却原価

合 計

資 本 金 明 細 表

出 資 団 体 名

豊 明 市

事 業 収 益 明 細 表

科 目

公有用地売却収益

合 計

事 業 原 価 明 細 表
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参考資料

取  得

事 業 名 所 在 面積(㎡) 地目 金 額(円) 事業報告№

都市計画道路用地 174.00 66,103

　大根若王子線用地 間米町鶴根地内 174.00 宅地 66,103 （１）

処  分

事 業 名 所 在 面積(㎡) 地目 金額(円） 事業報告№

0.00 0

平成２９年度豊明市土地開発公社事業実績

合 計

合 計
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区    分 前年度決算見込額 当年度予算額 増減（△）

受入資金 15,482 34,984 19,502

(1)事業収益 0 0 0

(2)事業外収益 10 90 80

(3)長期借入金 67 19,560 19,493

(4)前年度繰越金 15,405 15,334 △ 71

支払資金 148 19,645 19,497

(1)販売費及び一般管理費 81 85 4

(2)公有地取得事業費 67 106 39

(3)償還金 0 19,454 19,454

(4)前年度未払金 0 0 0

差    引 15,334 15,339 5

Ⅱ  資 金 計 画 書

（単位  千円）
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Ⅲ  予 定 損 益 計 算 書

（単位  千円）

１事業収益

（１）公有用地売却収益 0

      事業収益合計 0

２事業原価

（１）公有用地売却原価 0

      事業原価合計 0

      事業総利益 0

３販売費及び一般管理費

（１）販売費及び一般管理費 85

      販売費及び一般管理費合計 85

      事業損失 85

４事業外収益

（１）受取利息 89

（２）雑収益 1

      事業外収益合計 90

    当年度純利益 5

（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）
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Ⅳ  予 定 事 業 原 価 計 算 書

（単位  千円）

１公有用地取得事業費

（１）用地費 0

（２）補償費 0

（３）委託料 0

（４）工事費 0

（５）支払利息 106

（６）需用費 0

    当年度取得事業原価 106

    前年度末未処分用地 19,411

    当年度用地売却原価 0

    当年度末未処分用地 19,517

（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）
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Ⅴ  予 定 貸 借 対 照 表

（単位  千円）

資 産 の 部

１流動資産

（１）現金及び預金 15,339

（２）公有用地 19,517

      流動資産合計 34,856

２固定資産

（１）投資その他の資産 10,000

      固定資産合計 10,000

      資 産 合 計 44,856

負 債 の 部

１固定負債

（１）長期借入金 19,502

      負 債 合 計 19,502

資 本 の 部

１資本金

（１）基本財産 10,000

      資本金合計 10,000

２準備金

（１）前期繰越準備金 15,349

（２）当期純利益 5

      準備金合計 15,354

      資 本 合 計 25,354

   負 債 ・ 資 本 合 計 44,856

（平成３１年３月３１日現在）
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議案第５１号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員の堀川敏久氏は、平成３０年９月３０日任期満了となるので、

下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦するものとする。 

 

  平成３０年６月１日提出 

 

                           豊明市長  小 浮 正 典      

 

                 記                  

住  所   豊明市栄町 

氏  名   木 村 吉 男 

生年月日    

 

   説 明 

 この案を提出するのは、人権擁護委員法第６条第３項の規定に基づき、議会

の意見を求める必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第５２号 

 

   財産の買入れについて 

 下記のとおり財産を買い入れるものとする。               

 

  平成３０年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

１ 物 品 名   食器洗浄機 

２ 納 入 場 所   豊明市栄町殿ノ山地内 

３ 数 量   １台 

４ 買 入 金 額   ５０，２２０，０００円 

５ 買 入 先   豊川市大橋町四丁目１２７番地 

株式会社厨林堂 

代表取締役 寺部 吉治              

６ 契約の方法   ８社の指名競争入札 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、食器洗浄機を買い入れるため必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 



議案第５３号 

 

   市道の路線廃止について 

 道路法第１０条第１項の規定に基づき、市道の路線を下記のとおり廃止する

ものとする。 

 

平成３０年６月１日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

路線番号 路線名 
起       点 

終       点 
摘 要 

３２７２ 栄２７２号 
豊明市栄町神田６４番地先 

豊明市栄町神田５１番地先 
附図 

３２７３ 栄２７３号 
豊明市栄町神田７８番地先 

豊明市栄町神田８６番地先 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、栄町神田地内の開発に伴い栄２７２号の一部及び栄

２７３号の市道認定を廃止する必要があるからである。  



 



議案第５４号 

 

   市道の路線認定について 

 道路法第８条第２項の規定に基づき、市道の路線を下記のとおり認定するも

のとする。 

 

  平成３０年６月１日提出 

                

豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

路線番号 路線名 
起       点 

終       点 
摘 要 

３２７２ 栄２７２号 
豊明市栄町神田６４番地先 

豊明市栄町神田２２６番地先 
附図 

 

説 明 

この案を提出するのは、市道として管理するために、新たに市道認定する必

要があるからである。 

 



 



議案第５５号 

 

   豊明市いじめ等に関する重大事態発生時調査委員会設置条例の制定につ

いて 

 豊明市いじめ等に関する重大事態発生時調査委員会設置条例を別添のように

定めるものとする。 

 

  平成３０年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典             

 

   説 明 

 この案を提出するのは、市が設置する学校において、いじめ等に関する重大

事態が発生した場合に事実関係を調査する必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



豊明市いじめ等に関する重大事態発生時調査委員会設置条例  

 

（趣旨）  

第１条 この条例は、学校（本市が設置する学校に限る。以下同じ。）におけ

るいじめ等に関する重大事態に係る事実関係を調査するため、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、市長の附属

機関として、豊明市いじめ等に関する重大事態発生時調査委員会（以下「委

員会」という。）の設置に関し必要な事項を定めるものとする。  

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１） いじめ等 児童等（学校に在籍する児童又は生徒をいう。以下同じ。）

に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と

一定の人的関係にある他の児童等その他の者が行う心理的又は物理的

な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）

であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じている

もの又はそれらの疑いがあるものをいう。 

（２） 重大事態 次に掲げる事態をいう。 

 ア いじめ等により児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じ、若

しくは生じている疑いがあると認めるとき。 

  イ いじめ等により児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくさ

れ、又は余儀なくされている疑いがあると認めるとき。 

（担任事務） 

第３条 委員会は、いじめ等に関する重大事態に係る事実関係を明確にするた

めの調査（いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号）第２８条第１

項の規定による調査を含む。）の結果についての調査その他の調査を行う。 

（組織） 

第４条 委員会は、委員５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 学識経験を有する者 



（２） 法律について専門的な知識及び経験を有する者 

（３） 社会福祉について専門的な知識及び経験を有する者 

（４） 少年犯罪について専門的な知識及び経験を有する者 

（５） 精神疾患又は発達障害に関する医療について専門的な知識及び経験

を有する者 

（任期） 

第５条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長） 

第６条 委員会に委員長を置き、委員の互選によって定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の

指名する委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第７条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、議長と

なる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、

説明又は意見を聴くことができる。 

（守秘義務） 

第８条 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職

を退いた後も同様とする。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



議案第５６号 

 

豊明市二村台地区新設校開設準備委員会設置条例の制定について 

豊明市二村台地区新設校開設準備委員会設置条例を別添のように定めるもの

とする。 

 

平成３０年６月１日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

 この案を提出するのは、地方自治法第１３８条の４第３項の規定に基づき、

附属機関の設置について定める必要があるからである。 

 



豊明市二村台地区新設校開設準備委員会設置条例 

 

（設置及び目的） 

第１条 豊明市立双峰小学校及び唐竹小学校の統合における必要な事項及び課

題等について協議・検討し、統合を円滑に推進するため、豊明市二村台地区

新設校開設準備委員会（以下「開設準備委員会」という。）を設置する。  

（担任事務） 

第２条 開設準備委員会の担任事務は、次に掲げる事項とする。 

（１） 開設後の学校（以下「新設校」という。）の名称、校歌、校章及び

校旗等に関すること。 

（２） 新設校の通学体制に関すること。 

（３） 新設校の施設整備に関すること。 

（４） 統合に向けた交流行事及び記念行事等に関すること。 

（５） 新設校の教育内容に関すること。 

（６） 新設校のＰＴＡ組織に関すること。 

（７） 前各号に掲げるもののほか、開設準備に必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 開設準備委員会は、委員１０人以内をもって組織する。 

２ 開設準備委員会は、次に掲げる者のうちから豊明市教育委員会（以下「教

育委員会」という。）が委嘱する。 

（１） 地域代表者  

（２） ＰＴＡ及び保護者代表者 

（３） 学校関係職員 

（４） その他教育委員会が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から開設準備委員会の設置の目的を達成した

日までとする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 開設準備委員会に委員長及び副委員長を置く。 



２ 委員長は委員の互選により定め、副委員長は委員のうちから委員長が指名

する。  

３ 委員長は、会務を総理し、開設準備委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議）  

第６条 開設準備委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、

議長となる。 

２ 開設準備委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができ

ない。 

３ 開設準備委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。 

（庶務）  

第７条 開設準備委員会の庶務は、教育委員会学校教育課で行う。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、開設準備委員会の組織及び運営に関し

必要な事項は、委員長が開設準備委員会に諮って定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



議案第５７号 

 

   豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例の  

   一部改正について 

 豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例の一部

を改正する条例を別添のように定めるものとする。  

 

  平成３０年６月１日提出 

 

                豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、いじめ等に関する重大事態発生時調査委員の新設の

ため必要があるからである。 

 

 

 



豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例の  

一部を改正する条例  

 

 豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和

４７年豊明市条例第３１号）の一部を次のように改正する。  

別表中  

「  

学校薬剤師  年額 １１７，０００  

                                   」 

を  

「  

学校薬剤師  年額 １１７，０００  

いじめ等に関する重大事

態発生時調査委員会委員  
日額 ２０，０００  

                                   」 

に改める。  

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  



議案第５８号 

 

   豊明市税条例等の一部改正について 

 豊明市税条例等の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。  

 

 平成３０年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典  

 

   説 明 

この案を提出するのは、地方税法等の一部改正に伴い必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   豊明市税条例等の一部を改正する条例 

 

 （豊明市税条例の一部改正） 

第１条 豊明市税条例（昭和４７年豊明市条例第４４号）の一部を次のように

改正する。 

第２５条第１項中「によって」を「により」に改め、同条第３項中「この

節」の次に「（第４６条第１０項から第１２項までを除く。）」を加える。 

第２６条第１項第２号中「１，２５０，０００円」を「１，３５０，００

０円」に改め、同条第２項中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改

め、「得た金額」の次に「に１００，０００円を加算した金額」を加える。 

第３３条の２中「扶養控除額を」の次に「前年の合計所得金額が２５，０

００，０００円以下である」を加える。 

第３３条の６中「所得割の納税義務者」を「前年の合計所得金額が２５，

０００，０００円以下である所得割の納税義務者」に、「においては」を「に

は」に改める。 

第３５条の２第１項中「の者」を「に掲げる者」に改め、同項ただし書中

「によって」を「により」に改め、「配偶者特別控除額」の次に「（所得税

法第２条第１項第３３号の４に規定する源泉控除対象配偶者に係るものを除

く。）」を加える。 

第４６条第１項中「による申告書」の次に「（第１０項及び第１１項にお

いて「納税申告書」という。）」を加える。 

第４６条に次の３項を加える。 

１０ 法第３２１条の８第４２項に規定する特定法人である内国法人は、第

１項の規定により、納税申告書により行うこととされている法人の市民税

の申告については、同項の規定にかかわらず、同条第４２項及び施行規則

で定めるところにより、納税申告書に記載すべきものとされている事項（次

項において「申告書記載事項」という。）を、法第７６２条第１号に規定

する地方税関係手続用電子情報処理組織を使用し、かつ、地方税共同機構

（第１２項において「機構」という。）を経由して行う方法その他施行規

則で定める方法により市長に提供することにより、行わなければならない。 



１１ 前項の規定により行われた同項の申告については、申告書記載事項が

記載された納税申告書により行われたものとみなして、この条例又はこれ

に基づく規則の規定を適用する。 

１２ 第１０項の規定により行われた同項の申告は、法第７６２条第１号の

機構の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）に備えられたファイ

ルへの記録がされた時に同項に規定する市長に到達したものとみなす。 

第８４条を第８４条の２とし、第２章第４節中同条の前に次の１条を加え

る。 

（製造たばこの区分） 

第８４条 製造たばこの区分は、次に掲げるとおりとし、製造たばこ代用品

に係る製造たばこの区分は、当該製造たばこ代用品の性状によるものとす

る。 

（１） 喫煙用の製造たばこ 

ア 紙巻たばこ 

イ 葉巻たばこ 

ウ パイプたばこ 

エ 刻みたばこ 

オ 加熱式たばこ 

（２） かみ用の製造たばこ 

（３） かぎ用の製造たばこ 

第８５条の次に次の１条を加える。 

（製造たばことみなす場合） 

第８５条の２ 加熱式たばこの喫煙用具であって加熱により蒸気となるグリ

セリンその他の物品又はこれらの混合物を充塡したもの（たばこ事業法第

３条第１項に規定する会社（以下この条において「会社」という。）、加

熱式たばこの喫煙用具であって加熱により蒸気となるグリセリンその他の

物品又はこれらの混合物を充塡したものを製造した特定販売業者、加熱式

たばこの喫煙用具であって加熱により蒸気となるグリセリンその他の物品

又はこれらの混合物を充塡したものを会社又は特定販売業者から委託を受

けて製造した者その他これらに準ずる者として施行規則第８条の２の２で



定める者により売渡し、消費等又は引渡しがされたもの及び輸入されたも

のに限る。以下この条及び次条第３項第１号において「特定加熱式たばこ

喫煙用具」という。）は、製造たばことみなして、この節の規定を適用す

る。この場合において、特定加熱式たばこ喫煙用具に係る製造たばこの区

分は、加熱式たばことする。 

第８６条第１項中「第８４条第１項」を「第８４条の２第１項」に改め、

「消費等」の次に「（以下この条及び第９０条において「売渡し等」という。）」

を加え、同条第２項中「前項の製造たばこ」の次に「（加熱式たばこを除く。）」

を加え、「喫煙用の紙巻たばこ」を「紙巻たばこ」に、「当該右欄」を「同

表の右欄」に改め、同項下段を削り、同項の表１の項ア中「パイプたばこ」

を「葉巻たばこ」に改め、同項イ中「葉巻たばこ」を「パイプたばこ」に改

め、同条第４項中「前項」を「前２項」に改め、「関し、」の次に「第４項

の」を、「重量」の次に「又は前項の加熱式たばこの品目ごとの１個当たり

の重量」を加え、同項を同条第６項とし、同項の前に次の１項を加える。 

５ 第３項第２号に掲げる方法により加熱式たばこの重量を紙巻たばこの本

数に換算する場合における計算は、売渡し等に係る加熱式たばこの品目ご

との１個当たりの重量（同号に規定する加熱式たばこの重量をいう。）に

当該加熱式たばこの品目ごとの数量を乗じて得た重量を合計し、その合計

重量を紙巻たばこの本数に換算する方法により行うものとする。 

第８６条第３項中「前項」を「第２項」に改め、「の重量を」の次に「紙

巻たばこの」を加え、「場合の」を「場合又は第３項第１号に掲げる方法に

より同号に規定する加熱式たばこの重量を紙巻たばこの本数に換算する場合

における」に「第８４条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消

費等」を「売渡し等」に、「同欄に掲げる」を「第８４条に掲げる」に、「喫

煙用の紙巻たばこ」を「紙巻たばこ」に改め、同項を同条第４項とし、同条

第２項の次に次の１項を加える。 

３ 加熱式たばこに係る第１項の製造たばこの本数は、第１号に掲げる方法

により換算した紙巻たばこの本数に０．８を乗じて計算した紙巻たばこの

本数、第２号に掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に０．２を乗

じて計算した紙巻たばこの本数及び第３号に掲げる方法により換算した紙



巻たばこの本数に０．２を乗じて計算した紙巻たばこの本数の合計数によ

るものとする。 

（１） 加熱式たばこ（特定加熱式たばこ喫煙用具を除く。）の重量の１

グラムをもって紙巻たばこの１本に換算する方法 

（２） 加熱式たばこの重量（フィルターその他の施行規則第１６条の２

の２で定めるものに係る部分の重量を除く。）の０．４グラムをも

って紙巻たばこの０．５本に換算する方法 

（３） 次に掲げる加熱式たばこの区分に応じ、それぞれ次に定める金額

の紙巻たばこの１本の金額に相当する金額（所得税法等の一部を改

正する法律（平成３０年法律第７号）附則第４８条第１項第１号に

定めるたばこ税の税率、一般会計における債務の承継等に伴い必要

な財源の確保に係る特別措置に関する法律（平成１０年法律第１３

７号）第８条第１項に規定するたばこ特別税の税率、法第７４条の

５に規定するたばこ税の税率及び法第４６８条に規定するたばこ税

の税率をそれぞれ１，０００で除して得た金額の合計額を１００分

の６０で除して計算した金額をいう。第８項において同じ。）をも

って紙巻たばこの０．５本に換算する方法 

ア 売渡し等の時における小売定価（たばこ事業法第３３条第１項又は

第２項の認可を受けた小売定価をいう。）が定められている加熱式た

ばこ 当該小売定価に相当する金額（消費税法（昭和６３年法律第１

０８号）の規定により課されるべき消費税に相当する金額及び法第２

章第３節の規定により課されるべき地方消費税に相当する金額を除

く。） 

イ アに掲げるもの以外の加熱式たばこ たばこ税法（昭和５９年法律

第７２号）第１０条第３項第２号ロ及び第４項の規定の例により算定

した金額 

第８６条に次の４項を加える。 

７ 第３項第３号に掲げる方法により加熱式たばこに係る同号ア又はイに定

める金額を紙巻たばこの本数に換算する場合における計算は、売渡し等に

係る加熱式たばこの品目ごとの一個当たりの同号ア又はイに定める金額に



当該加熱式たばこの品目ごとの数量を乗じて得た金額を合計し、その合計

額を紙巻たばこの本数に換算する方法により行うものとする。 

８ 前項の計算に関し、加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの第３項第３

号アに定める金額又は紙巻たばこの１本の金額に相当する金額に１銭未満

の端数がある場合には、その端数を切り捨てるものとする。 

９ 第３項各号に掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に同項に規定

する数を乗じて計算した紙巻たばこの本数に１本未満の端数がある場合に

は、その端数を切り捨てるものとする。 

１０ 前各項に定めるもののほか、これらの規定の適用に関し必要な事項は、

施行規則で定めるところによる。 

第８７条中「５，２６２円」を「５，６９２円」に改める。 

第８８条第３項中「第８４条」を「第８４条の２」に改める。 

第９０条中「第８４条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消

費等」を「売渡し等」に改める。 

附則第５条第１項中「得た金額」の次に「に１００，０００円を加算した

金額」を加える。 

附則第１０条の２第１項中「３分の１」を「２分の１」に改め、同条第３

項を削り、同条第４項中「附則第１５条第２項第７号」を「附則第１５条第

２項第６号」に改め、同項を同条第３項とし、同条第５項中「３分の２」を

「４分の３」に改め、同項を同条第４項とし、第６項を第５項とする。 

 附則第１０条の２第１４項中「附則第１５条の８第４項」を「附則第１５

条の８第２項」に改め、同項を同条第１９項とし、同条第１３項を同条第１

７項とし、同項の次に次の１項を加える。 

１８ 法附則第１５条第４７項に規定する市の条例で定める割合は０とする。 

附則第１０条の２第１２項を同条第１６項とし、同条第１１項を同条第１

５項とし、同条第１０項中「附則第１５条第３２項第２号ハ」を「附則第１

５条第３２項第３号ハ」に改め、同項を同条第１４項とし、同条第９項中「附

則第１５条第３２項第２号ロ」を「附則第１５条第３２項第３号ロ」に改め、

同項を同条第１３項とし、同条第８項中「附則第１５条第３２項第２号イ」

を「附則第１５条第３２項第３号イ」に改め、同項を同条第１２項とし、同



条第７項を同条第６項とし、同項の次に次の５項を加える。 

７ 法附則第１５条第３２項第１号ハに規定する設備について同号に規定す

る市の条例で定める割合は３分の２とする。 

８ 法附則第１５条第３２項第１号ニに規定する設備について同号に規定す

る市の条例で定める割合は３分の２とする。 

９ 法附則第１５条第３２項第１号ホに規定する設備について同号に規定す

る市の条例で定める割合は３分の２とする。 

１０ 法附則第１５条第３２項第２号イに規定する設備について同号に規定

する市の条例で定める割合は４分の３とする。 

１１ 法附則第１５条第３２項第２号ロに規定する設備について同号に規定

する市の条例で定める割合は４分の３とする。 

附則第１７条の２第３項中「第３７条の７」を「第３７条の６」に、「第

３７条の９の４又は第３７条の９の５」を「第３７条の８又は第３７条の９」

に改める。 

第２条 豊明市税条例の一部を次のように改正する。 

第８６条第３項中「０．８」を「０．６」に、「０．２」を「０．４」に

改める。 

  附則第１０条の２第１６項中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条

第４３項」に改め、同条第１７項中「附則第１５条第４５項」を「附則第１

５条第４４項」に改め、同条第１８項中「附則第１５条第４７項」を「附則

第１５条第４６項」に改める。 

第３条 豊明市税条例の一部を次のように改正する。 

第８６条第３項中「０．６」を「０．４」に、「０．４を」を「０．６を」

に改め、同項第３号中「附則第４８条第１項第１号」を「附則第４８条第１

項第２号」に改める。 

第８７条中「５，６９２円」を「６，１２２円」に改める。 

第４条 豊明市税条例の一部を次のように改正する。 

第８６条第３項中「０．４を」を「０．２を」に、「０．６」を「０．８」

に改め、同項第３号中「所得税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律

第７号）附則第４８条第１項第２号に定める」を「たばこ税法（昭和５９年



法律第７２号）第１１条第１項に規定する」に改め、同号イ中「（昭和５９

年法律第７２号）」を削る。 

第８７条中「６，１２２円」を「６，５５２円」に改める。 

第５条 豊明市税条例の一部を次のように改正する。 

第８５条の２中「及び次条第３項第１号」を削る。 

第８６条第３項中「第１号」を「次」に改め、「紙巻たばこの本数に０．

２を乗じて計算した紙巻たばこの本数、第２号に掲げる方法により換算した

紙巻たばこの本数に０．８を乗じて計算した紙巻たばこの本数及び第３号に

掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に０．８を乗じて計算した」を

削り、同項第１号を削り、同項第２号を同項第１号とし、同項第３号を同項

第２号とし、同条第４項中「又は第３項第１号に掲げる方法により同号に規

定する加熱式たばこの重量を紙巻たばこの本数に換算する場合」を削り、同

条第５項中「第３項第２号」を「第３項第１号」に改め、同条第７項中「第

３項第３号」を「第３項第２号」に改め、同条第８項中「第３項第３号ア」

を「第３項第２号ア」に改め、同条第９項を削り、同条第１０項を同条第９

項とする。 

 （豊明市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第６条 豊明市税条例等の一部を改正する条例（平成２７年豊明市条例第３０

号）の一部を次のように改正する。 

附則第４条第２項中「新条例」を「豊明市税条例」に改め、同項第３号中

「平成３１年３月３１日」を「平成３１年９月３０日」に改め、同条第４項

中「新条例第８４条第１項」を「豊明市税条例第８４条の２第１項」に改め、

同条第１３項中「平成３１年４月１日」を「平成３１年１０月１日」に「１，

２６２円」を「１，６９２円」に改め、同条第１４項の表第５項の項中「平

成３１年４月３０日」を「平成３１年１０月３１日」に改め、同表第６項の

項中「平成３１年９月３０日」を「平成３２年３月３１日」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 



（１） 第１条中豊明市税条例第８４条を第８４条の２とし、第２章第４節

中同条の前に１条を加える改正規定、同条例第８５条の次に１条を加

える改正規定並びに同条例第８６条から第８８条まで及び第９０条の

改正規定並びに第６条並びに附則第５条から第７条までの規定 平成

３０年１０月１日 

（２） 第１条中豊明市税条例第２６条第２項の改正規定（「控除対象配偶

者」を「同一生計配偶者」に改める部分に限る。）及び同条例第３５

条の２第１項の改正規定並びに同条例附則第１７条の２第３項の改正

規定並びに次条第１項の規定 平成３１年１月１日 

（３） 第２条（次号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第４条の規定 平

成３１年４月１日 

（４） 第２条中豊明市税条例第８６条第３項の改正規定 平成３１年１０

月１日 

（５） 第１条中豊明市税条例第２５条第１項及び第３項並びに第４６条第

１項の改正規定並びに同条に３項を加える改正規定並びに次条第３項

の規定 平成３２年４月１日 

（６） 第３条並びに附則第８条及び第９条の規定 平成３２年１０月１日 

（７） 第１条中豊明市税条例第２６条第１項第２号の改正規定、同条第２

項の改正規定（第２号に掲げる改正規定を除く。）並びに同条例第３

３条の２及び第３３条の６の改正規定並びに同条例附則第５条の改正

規定並びに次条第２項の規定 平成３３年１月１日 

（８） 第４条並びに附則第１０条及び第１１条の規定 平成３３年１０月

１日 

（９） 第５条の規定 平成３４年１０月１日 

（１０） 第１条中豊明市税条例附則第１０条の２第１３項を同条１７項と

し、同項の次に１項を加える改正規定（同条第１８項に係る部分に限

る。） 生産性向上特別措置法（平成３０年法律第  号）の施行の

日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第２号に掲げる規定による改正後の豊明市税条例の規定中個人の



市民税に関する部分は、平成３１年度以後の年度分の個人の市民税について

適用し、平成３０年度分までの個人の市民税については、なお従前の例によ

る。 

２ 前条第７号に掲げる規定による改正後の豊明市税条例の規定中個人の市民

税に関する部分は、平成３３年度以後の年度分の個人の市民税について適用

し、平成３２年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

３ 新条例第２５条第１項及び第３項並びに第４６条第１０項から第１２項ま

での規定は、前条第５号に掲げる規定の施行の日以後に開始する事業年度分

の法人の市民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民税につ

いて適用し、同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始

した連結事業年度分の法人の市民税についてはなお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後の豊明市税

条例の規定中固定資産税に関する部分は、平成３０年度以後の年度分の固定

資産税について適用し、平成２９年度分までの固定資産税については、なお

従前の例による。 

２ 平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に取得された地方     

税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第３号。次条において「改正

法」という。）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２

２６号。以下この条において「旧法」という。）附則第１５条第２項に規定

する施設又は設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例によ

る。 

３ 平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に新たに取得され

た旧法附則第１５条第３２項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に

対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

第４条 平成２９年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間（以下この

条において「適用期間」という。）に改正法第２条の規定による改正前の地

方税法附則第１５条第４３項に規定する中小企業者等（以下この条において

「中小企業者等」という。）が取得（同項に規定する取得をいう。以下この

条おいて同じ。）をした同項に規定する機械装置等（以下この条において「機



械装置等」という。）（中小事業者等が同項に規定するリース取引（以下こ

の条において「リース取引」という。）に係る契約により機械装置等を引き

渡して使用させる事業を行う者が適用期間内に取得をした同項に規定する経

営力向上設備等に該当する機械装置等を、適用期間内にリース取引により引

渡しを受けた場合における当該機械装置等を含む。）に対して課する固定資

産税については、なお従前の例による。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第５条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第１号に掲げる規定の施行

の日前に課した、又は課すべきであった市たばこ税については、なお従前の

例による。 

（手持品課税に係る市たばこ税） 

第６条 平成３０年１０月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡

し又は同条第２項に規定する売渡し若しくは消費等（同法第４６９条第１項

第１号及び第２号に規定する売渡しを除く。附則第９条第１項及び第１１条

第１項において「売渡し等」という。）が行われた製造たばこ（豊明市税条

例等の一部を改正する条例（平成２７年条例第３０号）附則第４条第１項に

規定する紙巻たばこ３級品を除く。以下この項及び第５項において「製造た

ばこ」という。）を同日に販売のため所持する卸売販売業者等（附則第１条

第１号に掲げる規定による改正後の豊明市税条例（第４項及び第５項におい

て「３０年新条例」という。）第８４条の２第１項に規定する卸売販売業者

等をいう。以下同じ。）又は小売販売業者がある場合において、これらの者

が所得税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第７号。附則第９条第

１項及び第１１条第１項において「所得税法等改正法」という。）附則第５

１条第１項の規定により製造たばこの製造者として当該製造たばこを同日に

これらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみなして同項の規定に

よりたばこ税を課されることとなるときは、これらの者が卸売販売業者等と

して当該製造たばこ（これらの者が卸売販売業者等である場合には市の区域

内に所在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場合には市の区域

内に所在する当該製造たばこを直接管理する営業所において所持されるもの

に限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなして、市たばこ税



を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したもの

とみなされる製造たばこの本数とし、当該市たばこ税の税率は、１，０００

本につき４３０円とする。 

２ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所

ごとに、地方税法施行規則の一部を改正する省令（平成３０年総務省令第２

４号）別記第２号様式による申告書を平成３０年１０月３１日までに市長に

提出しなければならない。 

３ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成３１年４月１日までに、そ

の申告に係る税金を地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下

「施行規則」という。）第３４号の２の５様式による納付書によって納付し

なければならない。 

４ 第１項の規定により市たばこ税を課する場合には、前３項に規定するもの

のほか、３０年新条例第２１条、第９０条第４項及び第５項、第９２条の２

並びに第９３条の規定を適用する。この場合において、次の表の左欄に掲げ

る３０年新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。 

第２１条 第９０条第１項若しくは

第２項、 

豊明市税条例等の一部を

改正する条例（平成３０

年豊明市条例第 号。以

下この条及び第２章第４

節において「平成３０年

改正条例」という。）附

則第６条第３項、 

第２１条第２号 第９０条第１項若しくは

第２項 

平成３０年改正条例附則

第６条第２項 

第２１条第３号 第７４条の６第１項の申

告書、第９０条第１項若

しくは第２項の申告書又

は第１２５条第１項の申 

平成３０年改正条例附則

第６条第３項の納期限 



 告書でその提出期限  

第９０条第４項 施行規則第３４号の２様

式又は第３４号の２の２

様式 

地方税法施行規則の一部

を改正する省令（平成３

０年総務省令第２４号）

別記第２号様式 

第９０条第５項 第１項又は第２項 平成３０年改正条例附則

第６条第３項 

第９２条の２第１項 第９０条第１項又は第２

項 

平成３０年改正条例附則

第６条第２項 

当該各項 同項 

第９３条第２項 第９０条第１項又は第２

項 

平成３０年改正条例附則

第６条第３項 

５ ３０年新条例第９１条の規定は、販売契約の解除その他やむを得ない理由

により、市の区域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たば

このうち、第１項の規定により市たばこ税を課された、又は課されるべきも

のの返還を受けた卸売販売業者等について準用する。この場合において、当

該卸売販売業者等は、施行規則第１６条の２の５又は第１６条の４の規定に

より、これらの規定に規定する申告書に添付すべき施行規則第１６号の５様

式による書類中「返還の理由及びその他参考となるべき事項」欄に、当該控

除又は還付を受けようとする製造たばこについて第１項の規定により市たば

こ税が課された、又は課されるべきであった旨を証するに足りる書類に基づ

いて、当該返還に係る製造たばこの品目ごとの本数を記載した上で同様式に

よる書類をこれらの申告書に添付しなければならない。 

（手持品課税に係る市たばこ税に関する経過措置） 

第７条 平成３０年１０月１日から平成３１年９月３０日までの間における前

条第４項の規定の適用については、同項の表第２１条第３号の項中「第７４

条の６第１項の申告書、第９０条第１項」とあるのは、「第９０条第１項」

とする。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第８条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第６号に掲げる規定の施行



の日前に課した、又は課すべきであった市たばこ税については、なお従前の

例による。 

（手持品課税に係る市たばこ税） 

第９条 平成３２年１０月１日前に売渡し等が行われた製造たばこを同日に販

売のため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、こ

れらの者が所得税法等改正法附則第５１条第９項の規定により製造たばこの

製造者として当該製造たばこを同日にこれらの者の製造たばこの製造場から

移出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなると

きは、これらの者が卸売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者が卸

売販売業者等である場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が

小売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該製造たばこを直接管

理する営業所において所持されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売

り渡したものとみなして、市たばこ税を課する。この場合における市たばこ

税の課税標準は、当該売り渡したものとみなされる製造たばこの本数とし、

当該市たばこ税の税率は、１，０００本につき４３０円とする。 

２ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所

ごとに、地方税法施行規則の一部を改正する省令（平成３０年総務省令第２

５号。附則第１１条第２項において「平成３０年改正規則」という。）別記

第２号様式による申告書を平成３２年１１月２日までに市長に提出しなけれ

ばならない。 

３ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成３３年３月３１日までに、

その申告に係る税金を施行規則第３４号の２の５様式による納付書によって

納付しなければならない。 

４ 第１項の規定により市たばこ税を課する場合には、前３項に規定するもの

のほか、第３条の規定による改正後の豊明市税条例（以下この項及び次項に

おいて「３２年新条例」という。）第２１条、第９０条第４項及び第５項、

第９２条の２並びに第９３条の規定を適用する。この場合において、次の表

の左欄に掲げる３２年新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句はそれぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

第２１条 第９０条第１項若しくは 豊明市税条例等の一部を 



 第２項、 改正する条例（平成３０

年豊明市条例第 号。以

下この条及び第２章第４

節において、「平成３０

年改正条例」という。）

附則第９条第３項、 

第２１条第２号 第９０条第１項若しくは

第２項 

平成３０年改正条例附則

第９条第２項 

第２１条第３号 第７４条の６第１項の申

告書、第９０条第１項若

しくは第２項の申告書又

は第１２５条第１項の申

告書でその提出期限 

平成３０年改正条例附則

第９条第３項の納期限 

第９０条第４項 施行規則第３４号の２様

式又は第３４号の２の２

様式 

地方税法施行規則の一部

を改正する省令（平成３

０年総務省令第２５号）

別記第２号様式 

第９０条第５項 第１項又は第２項 平成３０年改正条例附則

第９条第３項 

第９２条の２第１項 第９０条第１項又は第２

項 

平成３０年改正条例附則

第９条第２項 

当該各号 同項 

第９３条第２項 第９０条第１項又は第２

項 

平成３０年改正条例附則

第９条第３項 

５ ３２年新条例第９１条の規定は、販売契約の解除その他やむを得ない理由

により市の区域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たばこ

のうち、第１項の規定により市たばこ税を課された、又は課されるべきもの

の返還を受けた卸売販売業者等について準用する。この場合において、当該

卸売販売業者等は、施行規則第１６条の２の５又は第１６条の４の規定によ

り、これらの規定に規定する申告書に添付すべき施行規則第１６号の５様式



による書類中「返還の理由及びその他参考となるべき事項」欄に、当該控除

又は還付を受けようとする製造たばこについて第１項の規定により市たばこ

税が課された、又は課されるべきであった旨を証するに足りる書類に基づい

て、当該返還に係る製造たばこの品目ごとの本数を記載した上で同様式によ

る書類をこれらの申告書に添付しなければならない。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第１０条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第８号に掲げる規定の施

行の日前に課した、又は課すべきであった市たばこ税については、なお従前

の例による。 

（手持品課税に係る市たばこ税） 

第１１条 平成３３年１０月１日前に売渡し等が行われた製造たばこを同日に

販売のため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、

これらの者が所得税法等改正法附則第５１条第１１項の規定により製造たば

この製造者として当該製造たばこを同日にこれらの者の製造たばこの製造場

から移出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとな

るときは、これらの者が卸売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者

が卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの

者が小売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該製造たばこを直

接管理する営業所において所持されるものに限る。）を同日に小売販売業者

に売り渡したものとみなして、市たばこ税を課する。この場合における市た

ばこ税の課税標準は、当該売り渡したものとみなされる製造たばこの本数と

し、当該市たばこ税の税率は、１，０００本につき４３０円とする。 

２ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所

ごとに、平成３０年改正規則別記第２号様式による申告書を平成３３年１１

月１日までに市長に提出しなければならない。 

３ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成３４年３月３１日までに、

その申告に係る税金を施行規則第３４号の２の５様式による納付書によって

納付しなければならない。 

４ 第１項の規定により市たばこ税を課する場合には、前３項に規定するもの

のほか、第４条の規定による改正後の豊明市税条例（以下この項及び次項に



おいて「３３年新条例」という。）第２１条、第９０条第４項及び第５項、

第９２条の２並びに第９３条の規定を適用する。この場合において、次の表

の左欄に掲げる３３年新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表に右欄に掲げる字句とする。 

第２１条 第９０条第１項若しくは

第２項、 

豊明市税条例等の一部を

改正する条例（平成３０

年豊明市条例第 号。以

下この条及び第２章第４

節において「平成３０年

改正条例」という。）附

則第１１条第３項、 

第２１条第２号 第９０条第１項若しくは

第２項 

平成３０年改正条例附則

第１１条第２項 

第２１条第３号 第７４条の６第１項の申

告書、第９０条第１項若

しくは第２項の申告書又

は第１２５条第１項の申

告書でその提出期限 

平成３０年改正条例附則

第１１条第３項の納期限 

第９０条第４項 施行規則第３４号の２様

式又は第３４号の２の２

様式 

地方税法施行規則の一部

を改正する省令（平成３

０年総務省令第２５号）

別記第２号様式 

第９０条第５項 第１項又は第２項 平成３０年改正条例附則

第１１条第３項 

第９２条の２第１項 第９０条第１項又は第２

項 

平成３０年改正条例附則

第１１条第２項 

当該各号 同項 

第９３条第２項 第９０条第１項又は第２

項 

平成３０年改正条例附則

第１１条第３項 

５ ３３年新条例第９１条の規定は、販売契約の解除その他やむを得ない理由



により、市の区域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たば

このうち、第１項の規定により市たばこ税を課された、又は課されるべきも

のの返還を受けた卸売販売業者等について準用する。この場合において、当

該卸売販売業者等は、施行規則第１６条の２の５又は第１６条の４の規定に

より、これらの規定に規定する申告書に添付すべき施行規則第１６号の５様

式による書類中「返還の理由及びその他参考となるべき事項」欄に、当該控

除又は還付を受けようとする製造たばこについて第１項の規定により市たば

こ税が課された、又は課されるべきであった旨を証するに足りる書類に基づ

いて、当該返還に係る製造たばこの品目ごとの本数を記載した上で同様式に

よる書類をこれらの申告書に添付しなければならない。 



議案第５９号 

 

豊明市国民健康保険税条例の一部改正について 

豊明市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別添のように定めるもの

とする。 

 

平成３０年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

説 明 

この案を提出するのは、行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律により国民健康保険税に関する情報連携が可能とされて

いる事務手続きの一部の本格運用が開始されたことに伴い必要があるからであ

る。 



豊明市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

豊明市国民健康保険税条例（昭和４７年豊明市条例第４６号）の一部を次の

ように改正する。 

第２４条の２第２項中「申告書を提出する場合には」を「申告書の提出に当

たり」に改め、「書類」の次に「の提示を求められた場合には、これら」を加

える。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



議案第６０号 

 

   豊明市母子・父子家庭医療費支給条例の一部改正について 

 豊明市母子・父子家庭医療費支給条例の一部を改正する条例を別添のように

定めるものとする。 

 

  平成３０年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、高齢者の医療の確保に関する法律の一部改正に伴い

必要があるからである。 



豊明市母子・父子家庭医療費支給条例の一部を改正する条例 

 

豊明市母子・父子家庭医療費支給条例（昭和５３年豊明市条例第３２号）の

一部を次のように改正する。 

第２条第２項第２号中「高齢者の医療の確保に関する法律第５０条第２号」

の次に「又は第５５条の２第１項第２号」を加える。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例の適用の日前に行われた診療、薬剤の支給又は手当に係る医 

 療費の支給については、なお従前の例による。 



議案第６１号 

 

   豊明市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部改正について 

 豊明市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。  

 

  平成３０年６月１日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典    ＿ 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律の一部改正に伴い必要があるからである。 

 



豊明市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例 

    

豊明市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例（平成２６年豊明市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

第１５条第１項第２号中「同条第９項」を「同条第１１項」に改める。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



議案第６２号 

    

豊明市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条 

例の一部改正について 

 豊明市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。 

 

  平成３０年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

   説 明 

 この案を提出するのは、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基

準の一部改正に伴い必要があるからである。 

 



   豊明市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条 

例の一部を改正する条例 

  

豊明市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年豊明市条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第３項第４号を次のように改める。 

（４） 教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第４条に規定する免

許状を有する者 

第１０条第３項第５号中「卒業した者」の次に「（当該学科又は当該課程を 

修めて同法の規定による専門職大学の前期課程を修了した者）」を加える。 

第１０条第３項に次の１号を加える。 

（１０） ５年以上放課後児童健全育成事業に従事した者であって、市長が

適当と認めた者 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１０条第３項第５号の改正

規定は、平成３１年４月１日から施行する。 

 



議案第６３号 

 

   豊明市介護保険条例の一部改正について 

 豊明市介護保険条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。 

 

  平成３０年６月１日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、介護保険法等の改正に伴う介護保険料等算定基準及

び利用者負担割合の見直しにより、改正する必要があるからである。 



豊明市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

 （豊明市介護保険条例の一部改正）  

第１条 豊明市介護保険条例（平成１２年豊明市条例第３号）の一部を次のよ

うに改正する。  

第６条第１項第６号中「という。）」の次に「（租税特別措置法（昭和３

２年法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、

第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２

第１項又は第３６条の規定の適用がある場合には、当該合計所得金額から令

第３８条第４項に規定する特別控除額を控除して得た額とする。以下この項

において同じ。）」を加える。 

第２条 豊明市介護保険条例の一部を次のように改正する。 

  第６条第１項第６号中「令第３８条第４項」を「令第２２条の２第２項」

に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は公布の日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。

ただし、第２条の規定は、平成３０年８月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この条例による改正後の豊明市介護保険条例第６条の規定は、平成３

０年度分の保険料から適用し、平成２９年度以前の年度分の保険料について

は、なお従前の例による。 



議案第６４号 

 

   豊明市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

豊明市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を別添のように定

めるものとする。 

 

平成３０年６月１日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典     

 

説 明 

この案を提出するのは、非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政

令の一部改正に伴い必要があるからである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



豊明市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 

豊明市消防団員等公務災害補償条例（昭和４７年豊明市条例第８４号）の一

部を次のように改正する。 

第２条中「同法第３６条」を「これらの規定を同法第３６条第８項」に、「及

び第３６条」を「及び第３６条第８項」に改める。 

第５条第３項中「、第１号」の次に「又は第３号から第６号までのいずれか」

を加え、「３３３円を」を「１人につき２１７円を」に改め、「２６７円（非

常勤消防団員等に第１号に該当する者がない場合には、そのうち１人について

は」及び「）を、第３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親族につい

ては１人につき２１７円（非常勤消防団員等に第１号に該当する者及び第２号

に該当する扶養親族がない場合には、そのうち１人については３００円）」を

削る。 

   附 則  

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の豊明市消

防団員等公務災害補償条例（以下次条及び第３条において「新条例」という。）

の規定（第５条第３項中「３３３円を」を「１人につき２１７円を」に改め

る部分及び第１号及び第２号に該当する者がない場合に係る部分を削る部分

を除く。）は、平成３０年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

第２条 新条例第５条第３項の規定は、この条例の適用の日（第５条第３項中

「３３３円を」を「１人につき２１７円を」に改める部分及び第１号及び第

２号に該当する者がない場合に係る部分を削る部分にあっては施行の日。以

下この条において「適用日等」という。）以後に支給すべき事由の生じた豊

明市消防団員等公務災害補償条例第５条第１項に規定する損害補償（以下こ

の条において「損害補償」という。）及び適用日等前に支給すべき事由の生

じた適用日等以後の期間に係る同条例第４条第３号に規定する傷病補償年金、

同条第４号アに規定する障害補償年金及び同条第６号アに規定する遺族補償

年金（以下この条において「傷病補償年金等」という。）について適用し、



適用日等前に支給すべき事由の生じた損害補償（傷病補償年金等を除く。）

及び適用日等前に支給すべき事由の生じた適用日等前の期間に係る傷病補償

年金等については、なお従前の例による。 

第３条 改正前の豊明市消防団員等公務災害補償条例（以下「旧条例」という。）

第５条第３項の規定に基づき、平成３０年４月１日からこの条例の施行の日

の前日までの間に、非常勤消防団員等の扶養親族のうち、２２歳に達する日

以後の最初の３月３１日までの間にある子について加算された補償基礎額に

より支給された旧条例の規定に基づく損害補償は、新条例による損害補償の

内払とみなす。 

 




































	報告第６号
	報告第７号
	報告第８号
	報告第９号
	報告第１０号
	議案第５１号
	議案第５２号
	議案第５３号
	議案第５４号
	議案第５５号
	議案第５６号
	議案第５７号
	議案第５８号
	議案第５９号
	議案第６０号
	議案第６１号
	議案第６２号
	議案第６３号
	議案第６４号
	議案第６５号



